
 大分市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則をここに公布する。 

  平成２６年７月７日 

大分市規則第４２号 

 

   大分市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号。以下

「法」という。）、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第４２９号）

及び建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則（平成７年建設省令第２８号。以下「省

令」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。  

 （要安全確認計画記載建築物等の耐震診断の結果の報告に係る添付書類） 

第２条 省令第５条第４項（省令附則第３条において準用する場合を含む。）の所管行政庁が規則

で定める書類は、既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会に登録する耐震判

定委員会（以下「耐震判定委員会」という。）が建築物（木造の住宅であって階数が３以下の

ものを除く。次条及び第５条において同じ。）の耐震診断（法第２条第１項に規定する耐震診

断をいう。以下同じ。）の結果について技術指針事項（法第１２条第１項に規定する技術指針

事項をいう。）に基づき判定した書類の写しとする。 

 （建築物の耐震改修の計画の認定の申請に係る添付書類） 

第３条 省令第２８条第２項の所管行政庁が規則で定める書類は、耐震判定委員会が建築物の耐震

改修（法第２条第２項に規定する耐震改修をいう。以下同じ。）の計画について法第１７条第

３項第１号の国土交通大臣が定める基準に適合していると判定した書類の写しとする。 

 （建築物の地震に対する安全性に係る認定の申請に係る添付書類） 



第４条 省令第３３条第１項の所管行政庁が規則で定める書類は、建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）第７７条の３５の５第１項に規定する指定構造計算適合性判定機関その他市長が別に

定める機関が建築物の構造計算について同法第２０条第２号イに規定する方法若しくはプログラ

ムによるもの又は同条第３号イに規定する方法若しくはプログラムによるものによって確かめら

れる安全性を有するものであると判定した書類の写しとする。 

第５条 省令第３３条第２項第１号の所管行政庁が規則で定める書類は、次の各号のいずれかに掲

げる書類とする。 

⑴ 耐震判定委員会が建築物の耐震診断の結果について法第２２条第２項の国土交通大臣が定

める基準に適合していると判定した書類の写し 

⑵ 耐震判定委員会が建築物の耐震改修の計画について法第２２条第２項の国土交通大臣が定

める基準に適合していると判定した書類の写し及び建築物に係る施工の状況に関する書類 

 （区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定の申請に係る添付書類） 

第６条 省令第３７条第１項第３号の所管行政庁が規則で定める書類は、耐震判定委員会が区分所

有建築物（法第２５条第１項に規定する区分所有建築物をいう。）の耐震診断の結果について

同条第２項の国土交通大臣が定める基準に適合していないと判定した書類の写しとする。 

２ 省令第３７条第１項の規定にかかわらず、法第２５条第２項の認定を受けようとする区分所有

建築物について同条第１項の規定により認定の申請をしようとする者は、省令第３７条第１項

第２号に掲げる構造計算書を添付することを要しない。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 


